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　（注１）　本書中の「当社」とは、株式会社エランをいいます。

　（注２）　本書中の「公開買付者」とは、エムスリー株式会社をいいます。

　（注３）　本書中の記載において、計数が四捨五入又は切捨てされている場合、合計として記載される数値は必ずしも

計数の総和と一致しません。

　（注４）　本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注５）　本書中の「府令」とは、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵

省令第38号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注６）　本書の提出に係る公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）は、法で定められた手続及び情報開示

基準に従い実施されるものです。

　（注７）　本書中の「株券等」とは、株式に係る権利をいいます。

　（注８）　本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日数又

は日時を指すものとします。

　（注９）　本書中の「営業日」とは、行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号。その後の改正を含みま

す。）第１条第１項各号に掲げる日を除いた日をいいます。
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１【公開買付者の氏名又は名称及び住所又は所在地】

名称　　　エムスリー株式会社

所在地　　東京都港区赤坂一丁目11番44号

 

２【公開買付者が買付け等を行う株券等の種類】

普通株式

 

３【当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由】

(1）本公開買付けに関する意見の内容

　当社は、2024年９月19日開催の取締役会において、下記「(2）本公開買付けに関する意見の根拠及び理由」に記

載の根拠及び理由に基づき、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、本公開買付けに応募するか否かにつ

いては、当社の株主の皆様のご判断に委ねることを決議いたしました。

　なお、上記取締役会決議は、下記「(7）買付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避する

ための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置」の「③　当社における利害関係を有しない取締役全

員（監査等委員である取締役を含む。）による承認」に記載の方法により決議されております。

 

(2）本公開買付けに関する意見の根拠及び理由

　本公開買付けに関する意見の根拠及び理由のうち、公開買付者に関する記載については、公開買付者から受けた

説明に基づいております。

①　本公開買付けの概要

　公開買付者は、2024年９月19日付の取締役会決議により、当社を公開買付者の連結子会社とすることを目的と

して、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）プライム市場に上場している当社の普

通株式（以下「当社株式」といいます。）を、本公開買付けにより取得すること（以下「本取引」といいま

す。）を決定したとのことです。なお、本書提出日現在、公開買付者は、当社株式を所有していないとのことで

す。

　本公開買付けに際して、公開買付者は、2024年９月19日付で、(ⅰ)当社の代表取締役会長　会長執行役員ＣＥ

Ｏかつ当社の筆頭株主である櫻井英治氏（所有株式数：12,000,000株、所有割合（注）：19.80％）、(ⅱ)櫻井

英治氏及びその親族がその発行済株式の全てを所有する資産管理会社であり当社の第５位株主である株式会社Ｓ

ＡＫＵＲＡコーポレーション（所有株式数：3,760,000株、所有割合：6.20％、以下「ＳＡＫＵＲＡコーポレー

ション」といいます。）、(ⅲ)櫻井英治氏の配偶者である櫻井京子氏（所有株式数：320,000株、所有割合：

0.53％、(ⅳ)当社の第２位株主である中島信弘氏（所有株式数：9,240,000株、所有割合：15.25％）、(ⅴ)中島

信弘氏及びその親族がその発行済株式の全てを所有する資産管理会社であり当社の第６位株主である株式会社Ｎ

－Ｓｔｙｌｅ（所有株式数：3,160,000株、所有割合：5.21％、以下「Ｎ－Ｓｔｙｌｅ」といいます。）、(ⅵ)

中島信弘氏の配偶者である中島明子氏（所有株式数：480,000株、所有割合：0.79％）、(ⅶ)当社の従業員であ

る佐藤幸夫氏（所有株式数：600,000株、所有割合：0.99％）、及び(ⅷ)佐藤幸夫氏及びその親族がその発行済

株式の全てを所有する資産管理会社であり当社の第８位株主である株式会社ＥＳ（所有株式数：1,960,000株、

所有割合：3.23％、以下「ＥＳ」といい、櫻井英治氏、ＳＡＫＵＲＡコーポレーション、櫻井京子氏、中島信弘

氏、Ｎ－Ｓｔｙｌｅ、中島明子氏、佐藤幸夫氏及びＥＳを総称して、以下「本応募合意株主」といいます。）と

の間で、公開買付応募契約書（以下「本応募契約」といいます。）をそれぞれ締結し、ＳＡＫＵＲＡコーポレー

ションを除く本応募合意株主が所有する当社株式の全てである27,760,000株（所有割合：45.81％）、及びＳＡ

ＫＵＲＡコーポレーションが所有する当社株式の一部である2,600,200株（所有割合：4.29％）について、本公

開買付けに応募する旨を合意（以下、本応募合意株主が本公開買付けに応募する旨を合意している当社株式の合

計30,360,200株（所有割合：50.10％）を「本応募合意株式」といいます。）しているとのことです。

（注）　「所有割合」とは、当社が2024年８月７日に提出した第31期中半期報告書（以下「当社半期報告書」と

いいます。）に記載された2024年６月30日現在の当社の発行済株式総数（60,600,000株）に、当社半期

報告書に記載された同日現在の当社が所有する自己株式数（ただし、同日現在の役員及び従業員向け株

式給付信託として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式137,800株を含めてお

りません。以下同じです。）（995株）を控除した株式数（60,599,005株）に対する割合（小数点以下

第三位を四捨五入。以下、所有割合の計算において同じとします。）をいいます。

 

　なお、櫻井英治氏はその所有する当社株式12,000,000株のうち5,100,000株を株式会社三菱ＵＦＪ銀行（以下

「三菱ＵＦＪ銀行」といいます。）に、ＳＡＫＵＲＡコーポレーションはその所有する当社株式3,760,000株の

うち1,760,000株を野村信託銀行株式会社（以下「野村信託銀行」といいます。）に、中島信弘氏はその所有す

る当社株式9,240,000株のうち合計して7,950,000株を三菱ＵＦＪ銀行、野村信託銀行、及び株式会社みずほ銀行

にそれぞれ担保として提供しておりますが、本応募契約においては、櫻井英治氏、ＳＡＫＵＲＡコーポレーショ
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ン、及び中島信弘氏がそれぞれ本応募合意株式に係る当該担保権を解除した上で、本応募合意株式を本公開買付

けに応募することとされているとのことです。

　本応募契約の内容については、下記「(8）本公開買付けに係る重要な合意」の「①　本応募契約」をご参照く

ださい。

　さらに、公開買付者は、当社との間で資本業務提携契約（以下「本資本業務提携契約」といい、当該契約に基

づく資本業務提携を「本資本業務提携」といいます。）を2024年９月19日付で締結しているとのことです。本資

本業務提携契約の内容については、下記「(8）本公開買付けに係る重要な合意」の「②　本資本業務提携契約」

をご参照ください。

　本公開買付けにおいて、公開買付者は、本応募合意株主からの本応募合意株式の取得及び少数株主からの応募

によって当社の総議決権の過半数を所有し、当社を連結子会社化することを目的としていることから、買付予定

数の下限を30,360,200株（所有割合：50.10％）と設定しており、本公開買付けに応募された株券等（以下「応

募株券等」といいます。）の数の合計が買付予定数の下限に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行

わないとのことです。他方で、公開買付者は、本公開買付けにより当社を連結子会社化することを目的としてい

ること、本公開買付けは当社株式の上場廃止を企図するものではなく、本公開買付けが成立した場合において

も、公開買付者及び当社は引き続き当社株式について、東京証券取引所プライム市場への上場を維持する方針で

あることから、本公開買付けにおいては、買付予定数の上限を33,329,453株（所有割合：55.00％）と設定して

いるとのことです。そのため、応募株券等の数の合計が買付予定数の上限（33,329,453株）を超える場合は、そ

の超える部分の全部又は一部の買付け等を行わないものとし、法第27条の13第５項及び府令第32条に規定するあ

ん分比例の方式により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行うとのことです。この場合、本応募合

意株主は本公開買付け後も、本応募合意株式の一部を所有することになるとのことですが、本応募合意株主は、

原則として、本公開買付け後も、返還された当社株式の処分等は行わず、継続して所有する方針とのことです。

もっとも、本公開買付け成立後の当社の流通株式比率が東京証券取引所プライム市場の上場維持基準に抵触する

場合には、本応募合意株主のうち櫻井英治氏は、返還された当社株式の処分等を検討するとのことです。

 

②　公開買付者が本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程

　公開買付者は、インターネットを活用した医療関連サービスの提供を目的に、2000年９月にソネット・エムス

リー株式会社として設立されたとのことです。2004年９月に東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場し、2007

年３月には東京証券取引所市場第一部に上場市場を変更しているとのことです。2022年４月の東京証券取引所の

市場区分の見直しに伴い、現在は東京証券取引所プライム市場に上場市場を移行しているとのことです。なお、

2010年１月に、商号をエムスリー株式会社に変更しているとのことです。

 

　公開買付者、子会社154社及び持分法適用関連会社８社（2024年３月31日時点）（以下「公開買付者グルー

プ」といいます。）は、「インターネットを活用し、健康で楽しく長生きする人を１人でも増やし、不必要な医

療コストを１円でも減らすこと」を事業目的に掲げているとのことです。社名のエムスリーは医療

（Medicine）、メディア（Media）、変容（Metamorphosis）の３つのＭを表しており、インターネットというメ

ディアの力を活かして、医療の世界を変えていくことが、公開買付者の設立の志であるとのことです。この目的

の実現に向けて、公開買付者グループは、世界17か国（2024年３月31日時点）、650万人以上のグローバル医師

ネットワーク（2024年６月30日時点）を有しており、国内における医師会員33万人以上（2024年４月26日時点）

が利用する医療従事者専門サイト「m3.com」、米国の「MDLinx」や英国の「Doctors.net.uk」等の医療従事者の

プラットフォームの運営を中心に、世界中で、製薬会社向けマーケティング支援サービス、調査サービス、治験

支援サービス、医師転職支援サービス等の様々なサービスの展開をしているとのことです。また、公開買付者グ

ループは、地域医療コラボレーショングループや、連結子会社である株式会社シーユーシー及びそのグループ会

社を通じ、医療機関の運営をサポートする各種サービスも展開しているとのことです。支援先医療機関に対し、

運営支援から売上成長支援まで、様々なソリューションをワンストップで提供することで、医療課題の解決に取

り組んでいるとのことです。

　一方、当社は寝具販売業を事業目的として有限会社エランとして1995年２月に設立され、1997年10月に商号を

株式会社エランに変更し、2003年５月に「ＣＳ（ケア・サポート）セット」（注１）（以下「ＣＳセット」とい

います。）を立ち上げ、主力事業として拡大してきました。当社株式については、2014年11月に東京証券取引所

マザーズ市場に上場し、2015年11月に東京証券取引所市場第一部に上場市場を変更いたしました。その後、2022

年４月の東京証券取引所の市場区分見直しにより、本書提出日現在においては、東京証券取引所プライム市場に

上場しております。

（注１）　「ＣＳセット」とは、病院に入院される方や、介護老人保健施設、特別養護老人ホーム、有料老人

ホーム、グループホーム、ケアハウス等の介護施設に入所される方に対して、入院中や入所中に実際

に利用する方が衣類・タオル類や日常生活用品を用意する代わりに、衣類・タオル類の貸与と日常生

活用品の販売を組み合わせ、ＣＳセットのサービス名で提供するサービスを指します。
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　本書提出日現在、当社のグループは、当社、連結子会社５社（株式会社エランサービス、株式会社琉球エラ

ン、株式会社エランクルール、株式会社エラン・ロジスティクス及びGREEN LAUNDRY JOINT STOCK COMPANY）、

及び関連会社１社（QUICK SMART WASH PRIVATE LIMITED）の計７社（以下「当社グループ」といいます。）によ

り構成されており、「私達は、お客様に満足していただける最高の商品とサービスを追求し、情熱を持った行動

を通じて、心豊かな生活環境の実現に貢献します。」を経営理念として、当社グループの主力商品である、ＣＳ

セットの提供を中心に事業活動を行っております。なお、当社は、2024年４月１日付でベトナム社会主義共和国

に拠点を持つTMC VIET NAM TRADING AND SERVICE JOINT STOCK COMPANYを子会社化することを目的とした株式譲

渡契約を締結しており、具体的時期については未定であるものの、同社は当社の連結子会社となる予定です。

　当社グループが属する医療・介護業界については、「総務省統計局人口推計－2024年７月報－」によれば、

2024年７月１日現在、65歳以上人口が3,626万人、総人口の29.2％を占めるなど高齢化が確実に進行しており、

当社グループに係るサービスの市場規模はますます拡大するものと考えております。他方で、当社グループを取

り巻く今後の経営環境につきましては、老齢人口の増大に伴い、医療・介護業界の市場規模全体の伸び率が継続

的に拡大する方向で推移することが予想されるものの、決して楽観できる状況とは考えておりません。今後の行

政施策の変更や法改正が当社グループ事業に多大な影響を及ぼす可能性、また当社グループの業態に類似した新

規参入業者の出現など外部環境の変化により、競争が激化することも考えられます。そのような外部環境の変化

の中にあっても、さらなる事業規模の拡大を推進し、中長期的に企業価値を向上させるべく、2022年８月公表の

中期経営ビジョン（2023年～2025年）において、下記(ⅰ)から(ⅶ)の点に注力していくこととしております。

 

（ⅰ）全国的な営業網整備と事業継続対応

　当社グループは、2023年11月に釧路営業所を開設いたしました。釧路営業所の開設により、北海道道東エ

リアにおいて、地域に密着したより細やかで迅速なサービスを提供することができるようになりました。

　当社グループは、過年度からの計画的な拠点開設及び大規模支店の二分割化の結果、2023年12月末時点で

全国28ヶ所の本支店網となり、これらの本支店から全国の病院及び介護老人保健施設等に対して、ＣＳセッ

トの営業活動を進めております。今後も新たな支店又は営業所を開設し、営業拠点から施設までの距離を短

縮し、迅速かつ細やかなサービスを提供するための体制を整備してまいります。

　さらに、世界規模で進行する気候変動の影響により、台風や豪雨、豪雪による災害が増えることが予想さ

れます。我が国では、火山列島特有の大規模地震災害のリスクも懸念されます。また、新しい感染症の流行

にも備える必要があります。これらの災害リスクやパンデミックによる社会経済活動の事業停滞リスクは、

当社グループにとっても重要な事業リスクであります。当社グループは、平時の段階から、情報システム強

化、バックオフィス業務の地域分散化及び早期復旧体制の構築等を進めております。また、当社は、自社物

流機能の強化及び在庫の備蓄の充実を図るために、2023年10月に物流子会社である株式会社エラン・ロジス

ティクスを設立しました。

　事業リスクが顕在化しても安定的に事業継続を図ることができるよう、今後も、グループ一体となって体

制を整備してまいります。

 

（ⅱ）物価高騰に伴う価格転嫁及びシステム化の促進による収益性の改善

　ＣＳセットは、サービス提供を行う施設ごとに各種の仕様決定を行うオーダーメイドタイプのサービスで

す。そして、ＣＳセットに対するニーズの多様化に伴い、施設に常駐の受付スタッフを配置することや、日

常生活用品の納品業務を外部委託すること等が求められるようになりました。このようなニーズの多様化に

伴うコストの増加並びに近年の人件費の上昇及び物価高騰に伴う仕入価格の上昇により、売上原価率が押し

上げられる傾向にあります。さらに、ＣＳセット利用者数の増大に伴うバックオフィス業務量の増加及び近

年の人件費の上昇により、売上高販管費率が押し上げられる傾向にあります。

　このような状況下において、当社グループの中長期的な企業価値の向上のためには、当社オリジナル患者

衣「lifte」や環境に配慮した日用生活用品を提供する等、当社サービスの付加価値を高めながら利用者価

格への適正な価格転嫁を推進すること及びシステム化の促進による生産性向上を図ることが必要不可欠であ

ると認識しております。利用者価格への適正な価格転嫁を実施するために、利用者、契約者及び施設関係者

に対する丁寧な説明を継続し、利用者価格の値上げに対する理解醸成に努めてまいります。また、システム

化の促進を継続し、各種オペレーションの生産性を向上させるとともに、医療機関のデジタル化を促進する

電子カルテ事業を本格展開していくなど、情報技術を活用した新たなビジネス展開の可能性を探ってまいり

ます。

 

EDINET提出書類

株式会社エラン(E30929)

意見表明報告書

 4/17



（ⅲ）顧客満足度の向上

　当社グループのお客様は、病院の入院患者や介護老人保健施設等の入所者である個人です。このため、当

社グループとしては、当該個人の顧客満足度を高めることが重要な課題であると認識しております。

　例えば、当社グループでは、定期的にお客様アンケートを実施し、顧客満足度を調査するとともに、顧客

満足度を高めるために、顧客対応業務を行っている株式会社エランサービスにおいて、クレジットカード決

済等の支払方法の多様化や外国人からの問い合わせに対応した電話対応の多言語化等を実施しております。

また、コンタクトセンターの営業時間を拡大するなど、顧客満足度の向上に積極的に取り組んでおります。

　当社グループは、引き続き、お客様であるＣＳセット利用者の顧客満足度の向上に向けた取り組みを推進

してまいります。

 

（ⅳ）新事業開発

　当社グループの主力事業であるＣＳセットは、お客様の「困った」を解決し、「笑顔」を届けるサービス

であり、継続的に品質の向上に努めてまいりました。

　今後は、さらにお客様へ「笑顔」を届けるべく、当社のオリジナル患者衣「lifte」の普及拡大、在宅

セットやエランHOTLINE TVを使った新サービスの展開等、付加価値のさらなる向上を図ります。また、お客

様の生涯を通して必要なサービスを展開するプラットフォームの開発等、新たな事業領域の創出にも注力い

たします。

 

（ⅴ）海外展開

　当社グループは、これまで、インドのランドリーサービス企業などへの出資を通じて、海外展開の可能性

を検討してまいりました。そして、インドに次ぐ二ヵ国目の海外投資として、2024年８月に大手病院向けラ

ンドリーサービス事業を行うベトナム企業のGREEN LAUNDRY JOINT STOCK COMPANYの子会社化を完了してお

ります。また、2024年４月１日付で、同じくベトナムにおいて大手病院向けランドリーサービス事業を行う

TMC VIET NAM TRADING AND SERVICE JOINT STOCK COMPANYを子会社化することを目的とした株式譲渡契約を

締結しており、具体的時期については未定であるものの、同社は当社の連結子会社となる予定です。ベトナ

ムは、今後も人口増加及び経済成長が見込まれるとともに、将来的には、平均寿命及び平均年齢の上昇に伴

う高齢化が見込まれております。さらに、ベトナムでは、医療機関数及び病床数の増加に加え、医療関連

サービスの需要がより一層高まることが予想されます。当社グループは、これらの海外投資を通じて、グ

ローバル展開に向けた取組みを強化し、海外においても当社の主力サービスである「ＣＳセット」の普及拡

大を目指してまいります。

 

（ⅵ）人材の育成とグローバル人材の登用

　当社グループは、従業員の成長なくして企業の成長はなく、当社グループが永続的に成長するためには、

教育、育成による従業員の成長が必要不可欠な重要な課題であると認識しております。先輩従業員から直接

指導を受ける実践型の人材教育（ＯＪＴ）に加え、より短期間で優秀な人材を育成すべく、新卒採用者への

教育プログラムとしてのメンター制度の確立や中堅・幹部従業員向けの各種研修を行っております。

　また、今後は、グローバルに活躍できる社員の育成及び登用が重要と考えております。グローバル人材の

積極採用を開始するとともに、計画的にグローバル人材の育成を行い、海外展開を担う次世代リーダーへの

登用、多様な人材が活躍できる組織づくりに注力してまいります。

 

（ⅶ）ＳＤＧｓ・ＥＳＧへの対応

　当社は、「私達は、お客様に満足していただける最高の商品とサービスを追求し、情熱を持った行動を通

じて、心豊かな生活環境の実現に貢献します。」との経営理念のもと、事業活動を通じて社会に貢献するこ

とにより、持続可能な社会の実現を目指しております。サステナビリティへの取り組みを重要な経営課題と

位置づけ、事業を通じた「社会課題の解決」及び「企業と人の成長」の両立を実現するため、2023年３月に

「サステナビリティ委員会」を設置いたしました。同委員会を中心にして、ＳＤＧｓ・ＥＳＧに係る諸施策

を実施してまいります。

　環境面では、当社グループが提供するＣＳセットの普及拡大を通じて、ご家庭の電気や水の消費量を抑制

するなどの環境負荷の低減に貢献します。また、ＣＳセットで提供される商品を環境に優しい日用生活用品

に切り替えるなど、環境配慮型の商品構成を検討します。さらに、ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスク

フォース）提言に賛同し、気候変動が当社に与える影響などに関して積極的な情報開示に努めてまいりま

す。

　社会面では、少子高齢化の進展や単身世帯の増加という社会課題に貢献するＣＳセットをさらに普及拡大

させるとともに、従業員の雇用拡大と成長促進、公的団体を通じた寄付などによる医療・福祉への貢献、障

がい者の積極的な採用と継続的な雇用維持、スポーツ・文化振興を通じた地域貢献などに取り組みます。な

お、当社は、障がい者雇用の促進と安定を図るため、2023年１月に株式会社エランクルールを設立し、同社
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が2023年８月に「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく「特例子会社」の認定を受けました。当該

認定の取得後は、障がいのある方が多種多様な業務において十分に能力を発揮して働くことができる雇用機

会の創出を進めております。

　ガバナンス面では、当社グループの取締役会及び経営会議の実効性を高めるとともに、当社グループが事

業活動を通じて社会課題の解決に貢献し、環境・社会・経済の各側面から地域社会とともに持続的な発展を

実現するサステナビリティ経営を推進してまいります。

 

　このような状況のもと、2022年６月に、公開買付者は、当社の代表取締役会長　会長執行役員ＣＥＯであり、

本応募合意株主のうちの一人である櫻井英治氏との間において、両社の病院向けサービスにおける業務提携の可

能性についての初期的な議論を行う機会を得たとのことです。公開買付者は、それ以降、櫻井英治氏との間にお

いて、公開買付者と当社の間の業務提携の方法、業務提携により生じ得るシナジー、公開買付者による当社への

資本参画の可能性について初期的な協議を重ねてきたとのことです。

　公開買付者は、この協議の中で、当社との協業体制を強固なものとし、早期のシナジー発現及び事業拡大を図

るためには、業務提携に加えて、公開買付者が当社株式を取得し、公開買付者グループの一員とすること（すな

わち、当社を公開買付者の連結子会社とすること）が望ましいと考えたとのことです。

　このような判断のもと、公開買付者は、2024年５月８日、櫻井英治氏との間で、本応募合意株主が所有する当

社株式の取得による当社の子会社化を念頭に置いた資本業務提携の可能性に関する協議を開始したとのことで

す。その後、公開買付者は、2024年６月７日、櫻井英治氏より、資本業務提携について具体的な検討を進めるも

のの、東京証券取引所プライム市場における当社の上場を維持したい旨の意向を確認した上で、櫻井英治氏に対

して、当社株式の東京証券取引所プライム市場への上場維持を前提に、当社を連結子会社とすることについて本

格的に協議を進めたい意向を伝達し、同日、櫻井英治氏より上記協議を本格的に進めることについて確認をした

とのことです。

　そして、公開買付者は、本取引について本格的な検討体制を構築するべく、2024年６月下旬に、公開買付者、

本応募合意株主及び当社から独立したファイナンシャル・アドバイザーとしてみずほ証券株式会社（以下「みず

ほ証券」といいます。）を、公開買付者、本応募合意株主及び当社から独立したリーガル・アドバイザーとして

アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業をそれぞれ選任したとのことです。公開買付者は、櫻井英

治氏及び少数株主が所有する当社株式を取得することを前提とし、取得後の公開買付者が所有する当社株式の株

券等所有割合が３分の１を超えることとなるため、法第27条の２第１項第２号により公開買付けの実施が必要と

なることから、2024年７月９日に、当社に対し、本応募合意株主と本応募契約を締結の上、当社株式を公開買付

けの方法により取得し、当社の上場維持を前提に当社を公開買付者の連結子会社としたい旨、その実行に際して

は公開買付者と当社との間で本資本業務提携契約を締結したい旨、本資本業務提携契約の締結等の本取引の実現

に向けて必要な協議を速やかに実施したい旨を書面にて提案したとのことです。

　その後、公開買付者は、2024年７月中旬から同年８月中旬まで、当社に対する事業、財務・税務及び法務等に

関するデュー・ディリジェンスや当社の経営陣との面談を実施したとのことです。公開買付者は、当該デュー・

ディリジェンス及び経営陣との面談の過程で確認した当社グループのビジネスモデルや中長期的な経営戦略に対

する考え方を踏まえて、公開買付者グループと当社との間の事業シナジーの創出に向けた具体的な施策及び本公

開買付け後の経営方針等についてさらなる分析及び検討を進めたとのことです。

　その結果、公開買付者は、医師会員基盤や公開買付者グループが展開するヘルスケア関連サービス等の公開買

付者グループの経営資源と、当社グループの主要な事業であるＣＳセットの事業基盤・顧客基盤を組み合わせる

ことで、今後の公開買付者グループ及び当社グループの中長期的な企業価値の向上を図ることが可能と考えるに

至ったとのことです。

　なお、具体的には、以下のようなシナジーを想定しているとのことです。

 

（ⅰ）両社の取引先に対するクロスセル

　公開買付者グループは、インターネットの活用を通じた地域医療連携、医療機関向け人工知能ソリュー

ションの開発・販売、医療業界向けの人材紹介サービス等を手がけており、病院を中心とする顧客基盤を有

しているとのことです。一方で、当社は、病院に加え介護施設やその患者及び入所者を含む顧客に対してＣ

Ｓセットを中心とするヘルスケア関連サービスを提供しているとのことです。公開買付者グループと当社が

連携することにより、両社の持つ取引先へ相互のサービスを提供することが可能となり、両社の事業の販売

力強化に寄与できると考えているとのことです。
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（ⅱ）公開買付者グループのサービスとの連携を通じた新規事業創出とＣＳセットの付加価値向上

　公開買付者グループは、国内における33万人超の医師会員基盤を背景に、医師と患者を繋ぐユニークなヘ

ルスケア関連サービスを提供しており、その中には在宅医療に関するサービス等も含まれているとのことで

す。一方、当社は、主要な事業であるＣＳセットの利用者個人との接点を活用し、利用者の退院後の課題に

対応する退院セット、在宅セット等の新規事業開発に取り組んでおり、これらの新規事業開発において、公

開買付者グループの有する在宅医療関連サービス等に係る経営リソース・事業ノウハウを活用することで、

新規事業開発の加速及びサービスラインナップの拡充が可能と考えているとのことです。また、ＣＳセット

の利用施設に対しては、公開買付者グループが手掛ける前方連携支援（注２）、CaNoW（注３）等のサービ

スや、患者個人に対する早期退院をサポートする支援等を提供することで、医療機関の抱える病床稼働率の

低下等の課題解決を実現することが可能となり、ＣＳセットの付加価値が向上することで、当社グループに

おいてはＣＳセットの他社類似製品との差別化が、公開買付者グループにおいては、ＣＳセットを基軸とし

た既存ヘルスケアサービスのさらなる拡大が可能となると考えているとのことです。

（注２）　「前方連携支援」とは、急性期病院から診療所に対するマーケティング支援により、病院の紹介

患者増加を実現するサービスとのことです。

（注３）　「CaNoW」とは、病や障がいと共にある方の願いを叶える支援を行うサービスとのことです。

 

（ⅲ）公開買付者グループの経営資源を活用した当社の競争力強化

　公開買付者グループには多様なバックグラウンドを有した技術力の高いエンジニアリング人材が100名規

模で在籍しているとのことです。公開買付者グループが培ってきた技術・知見・経験を活用し、グループ支

援の一環として当社のシステム開発・運用を支援することで、当社におけるシステム開発関連費用の削減や

新規サービスの開発・事業化を促進することが可能となり、当社事業における競争力強化が実現できると考

えているとのことです。

　公開買付者は、当社のコスト削減・新規事業展開の促進等を支援することを通じ当社の競争力強化を図る

ことで、公開買付者グループ全体としてさらなる成長が実現できると考えているとのことです。

 

（ⅳ）当社の海外展開支援

　公開買付者グループはグローバル規模での医師プラットフォームを有しており、公開買付者グループのノ

ウハウの提供を通じた当社の海外展開を支援することにより、当社事業の海外展開の加速及び事業規模の拡

大に貢献できると考えているとのことです。

　公開買付者は、当社グループの海外展開・事業規模の拡大を図ることで、上記(ⅰ)から(ⅲ)に掲げるシナ

ジー効果を最大化し、公開買付者グループ及び当社グループの両グループのさらなる成長を推進することが

可能になると考えているとのことです。

 

　公開買付者は、2024年８月20日、本応募合意株主を代表する櫻井英治氏との間の協議において、当社の事業及

び財務に関する多面的かつ総合的な分析結果を踏まえて、本公開買付けにおける当社株式１株当たりの買付け等

の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）を900円（提案日の前営業日である2024年８月19日の当社株式

の東京証券取引所プライム市場における当社株式の終値803円に対して12.08％（小数点以下第三位を四捨五入。

以下、プレミアム率の計算において同じです。）のプレミアム）とする提案（以下「初回提案」といいます。）

を行ったところ、同日に櫻井英治氏から口頭で、本応募合意株主への利益配分の観点から不十分な価格であると

して、初回提案日である2024年８月20日を基準日として、当社株式の東京証券取引所プライム市場における基準

日までの６ヶ月間の終値単純平均値と同水準である900円に一定のプレミアムを付した1,080円への増額を検討す

るよう要請を受けたとのことです。

　なお、公開買付者は、初回提案において、本公開買付けの目的が当社を公開買付者の連結子会社とすることで

あり、買付予定数の上限については当社の東京証券取引所プライム市場への上場維持を前提に検討中であるもの

の、買付予定数の下限については30,360,200株（所有割合：50.10％）として、本応募合意株主がその同数を本

応募契約に基づいて本公開買付けに応募することを提案したとのことです。同日、公開買付者は、櫻井英治氏よ

り、買付予定数の下限を30,360,200株とすることについては承知したものの、本応募合意株主がその同数を応募

することについては公開買付者の再提案価格を踏まえて検討する旨の回答を得たとのことです。

　その後、公開買付者は、当該要請を踏まえて、2024年８月27日、櫻井英治氏との間の協議において、本公開買

付価格を1,000円（提案日の前営業日である2024年８月26日の当社株式の東京証券取引所プライム市場における

当社株式の終値818円に対して22.25％のプレミアム）とする提案（以下「第二回提案」といいます。）を行った

ところ、同日に櫻井英治氏から口頭で、本応募合意株主への利益配分の観点から未だ不十分な価格であるとし

て、1,080円への増額を再度検討するよう要請を受けたとのことです。

　なお、公開買付者は、第二回提案において、買付予定数の下限については初回提案時の考え方を維持しつつ、

本公開買付け後も引き続き東京証券取引所プライム市場への当社株式の上場を維持する方針であるところ、当社

株式の流通株式比率が東京証券取引所プライム市場の上場維持基準に抵触するおそれを回避しつつも、本応募合

意株主以外の当社の株主の皆様に対して合理的な株式の売却機会を提供するとともに、応募株券等の数の合計が
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買付予定数の上限以上となり法第27条の13第５項及び府令第32条に規定するあん分比例の方式により本応募合意

株式の一部が取得できなくなる事態を可及的に回避する観点から、買付予定数の上限を本応募合意株式の数を超

える33,329,453株（所有割合：55.00％）とすることを提案したとのことです。同日、公開買付者は、櫻井英治

氏より、買付予定数の下限を30,360,200株、上限を33,329,453株とすることについては承知したものの、本応募

合意株主が買付予定数の下限と同数を応募することについては、引き続き公開買付者の再提案価格を踏まえて検

討する旨の回答を得たとのことです。

　その後、公開買付者は、当該要請を踏まえて、2024年８月30日、櫻井英治氏との間の協議において、本公開買

付価格を1,040円（提案日の前営業日である2024年８月29日の当社株式の東京証券取引所プライム市場における

当社株式の終値813円に対して27.92％のプレミアム）とする提案を行ったところ、同日に櫻井英治氏から口頭

で、本公開買付価格について本応募合意株主にて検討する旨の回答を得たとのことです。

　そして、2024年９月９日、公開買付者は、櫻井英治氏との間の協議において、本公開買付価格を1,040円（協

議日の前営業日である2024年９月６日の当社株式の東京証券取引所プライム市場における当社株式の終値812円

に対して28.08％のプレミアム）とすること、本応募合意株主が買付予定数の下限と同数である30,360,200株

（所有割合：50.10％）を本応募契約に基づいて応募することについて、本応募合意株主が応諾する旨の意向を

櫻井英治氏を通じて確認するとともに、合意したとのことです。

　なお、公開買付者は、上記の本応募合意株主との間の本応募契約に関する交渉と並行して、2024年７月９日以

降、当社との間で本資本業務提携契約に関する交渉も継続して行うとともに、2024年９月10日に、本応募合意株

主との協議結果を踏まえ、当社を公開買付者の連結子会社とすることを目的に、買付予定数の下限を30,360,200

株（所有割合：50.10％）、上限を33,329,453株（所有割合：55.00％）、本公開買付価格を1,040円として本公

開買付けを実施すること、及び本資本業務提携の締結に向けて引き続き協議したい旨を書面にて提案したとのこ

とです。

 

　以上の協議・交渉を踏まえ、公開買付者は、2024年９月19日付の取締役会決議により、(ⅰ)本公開買付価格を

1,040円として本公開買付けを実施すること、(ⅱ)当社との間で本資本業務提携契約を締結すること、及び(ⅲ)

本応募合意株主との間で、本応募契約を締結することを決定したとのことです。なお、本資本業務提携契約の概

要及び本応募契約の概要については、下記「(8）本公開買付けに係る重要な合意」をご参照ください。

 

③　当社が本公開買付けに賛同するに至った意思決定の過程及び理由

　上記「②　公開買付者が本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程」に記載のと

おり、2024年６月７日に当社を連結子会社とすることについて本格的に協議を進めたい意向の伝達が公開買付者

から櫻井英治氏に対してあり、同日、櫻井英治氏が上記協議を本格的に進めることを伝達したことについて、同

日、当社は、櫻井英治氏から共有を受けました。そこで、当社は、2024年７月上旬より、本取引に対する対応等

について森・濱田松本法律事務所への相談を開始いたしました。当社は、森・濱田松本法律事務所による法的助

言を踏まえて、本公開買付けの公正性を担保するための措置の一環として、櫻井英治氏は、本取引に係る当社の

取締役会について、その審議及び決議に参加せず、また、当社の立場において公開買付者との協議及び交渉にも

参加しないことといたしました。

　その後、当社は、2024年７月９日に、公開買付者より、櫻井英治氏その他当社の創業者関係者と応募契約を締

結の上、東京証券取引所プライム市場に上場している当社株式を公開買付けの方法により取得し、当社の上場維

持を前提に当社を公開買付者の連結子会社としたい旨、その実行に際しては公開買付者と当社との間で本資本業

務提携契約を締結したい旨、本資本業務提携契約の締結等の本取引の実現に向けて必要な協議を速やかに実施し

たい旨の提案を書面にて受領いたしました。

　当社は、2024年７月中旬に公開買付者、本応募合意株主及び当社から独立したファイナンシャル・アドバイ

ザーとして野村證券株式会社（以下「野村證券」といいます。）を、公開買付者、本応募合意株主及び当社から

独立したリーガル・アドバイザーとして森・濱田松本法律事務所を取締役会において選任するなど本公開買付け

及び本資本業務提携に係る詳細な協議・検討を行うための体制を構築し、本公開買付けの実施に向けて、本公開

買付けの諸条件及び本資本業務提携の内容について慎重に検討し、公開買付者との間で協議を行ってまいりまし

た。

　その後、当社は、2024年９月10日に、公開買付者より、本応募合意株主との協議結果を踏まえ、当社を公開買

付者の連結子会社とすることを目的に、買付予定数の下限を30,360,200株（所有割合：50.10％）、上限を

33,329,453株（所有割合：55.00％）、本公開買付価格を1,040円として本公開買付けを実施すること、及び本資

本業務提携契約の締結に向けて引き続き協議したい旨の提案を書面にて受領いたしました。
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　当社は、2024年９月中旬、「②　公開買付者が本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決

定の過程」に記載の(ⅰ)から(ⅳ)における両社グループの事業上のシナジー効果は十分に存在すると考えられる

こと、また、両社の資本提携を契機として、両社グループのより一層の企業価値向上を図るための施策を講じる

ことができると判断したことから、公開買付者と当社が資本提携を行うことにより公開買付者グループ、当社グ

ループ双方の企業価値向上が見込めると判断いたしました。また、本公開買付けのストラクチャーについては、

当社としては、上場維持により、(ⅰ)当社グループの役員・従業員のモチベーションの維持を図ること、(ⅱ)独

立した上場会社として経営の透明性を確保しつつ当社グループの現在の企業文化や経営の自主性、独立性を維持

することが、当社グループの企業価値向上の上で重要であると判断いたしました。

　なお、当社は、本公開買付けの成立により、当社が公開買付者の連結子会社となることによるディスシナジー

として、公開買付者と競合関係にある取引先及びそのグループ企業との取引の減少によるディスシナジーが生じ

得るものの、「②　公開買付者が本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程」に記

載の(ⅰ)から(ⅳ)の施策・効果を通じて、ディスシナジーを上回るシナジーを創出することができると考えてお

ります。

　以上の協議・交渉を踏まえ、当社は、2024年９月19日開催の取締役会において、本公開買付けに賛同の意見を

表明すること及び公開買付者との間で本資本業務提携契約を締結することを決議いたしました。また、当社取締

役会においては、(ⅰ)本公開買付価格は、公開買付者と本応募合意株主との間で行われた協議及び交渉により合

意されたものであること、(ⅱ)本公開買付けは、当社株式の上場廃止を目的とするものではなく、公開買付者及

び当社は本公開買付け成立後も引き続き当社株式の上場を維持する方針であることから、当社の株主の皆様とし

ては本公開買付け後も当社株式を所有するという選択肢をとることにも十分な合理性が認められることに鑑み、

当社株主の皆様が本公開買付けに応募するか否かについては、当社の株主の皆様のご判断に委ねることを決議い

たしました。なお、上記(ⅰ)及び(ⅱ)の状況を勘案し、当社は本公開買付けにあたり第三者算定機関からの算定

書を取得しておりません。

　なお、上記当社取締役会の決議の詳細については、下記「(7）買付け等の価格の公正性を担保するための措置

及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置」の「③　当社における利

害関係を有しない取締役全員（監査等委員である取締役を含む。）による承認」をご参照ください。

 

④　本公開買付け後の経営方針

　公開買付者は、本公開買付けの成立後、本資本業務提携契約に沿って、上記「②　公開買付者が本公開買付け

の実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程」に記載のシナジーの実現を推進していくとのことで

す。また、本公開買付け成立後も引き続き当社株式の上場を維持し、事業運営については、当社の独立性を尊重

する方針であるとのことです。したがって、公開買付者は、本書提出日現在において、本公開買付けの成立後、

当社における配当、資本政策及び経営方針について変更を求めることを予定していないとのことです。

 

　当社の取締役の構成に関しては、本資本業務提携契約において、公開買付者は当社との間で、公開買付者が当

社を連結子会社としている限りにおいて、公開買付者は、当社の非常勤の取締役２名（このうち、監査等委員で

ある取締役を１名とします。）を指名する権利を有し、当社の独立社外取締役及び公開買付者が指名する当社の

取締役の合計数は、当社の取締役の半数以上とすることを合意しており、公開買付者が当社を持分法適用関連会

社としている限りにおいて、公開買付者は、当社の非常勤の取締役１名（監査等委員である取締役以外の取締役

とします。）を指名する権利を有することを合意しております。その他、公開買付者は、本公開買付け後の当社

の経営体制について、本資本業務提携契約において、当社との間で合意しており、その内容については、下記

「(8）本公開買付けに係る重要な合意」の「②　本資本業務提携契約」の「（ウ）本公開買付け後の当社の事業

運営に関する事項」をご参照ください。なお、応募合意株主である櫻井英治氏を含む当社の取締役の去就に関し

ては、現時点で決定している事項はなく、今後、当社と協議を行う予定であるとのことです。

 

(3）算定に関する事項

①　公開買付者による算定の概要

　公開買付者は、本公開買付価格を決定するにあたり、公開買付者、本応募合意株主及び当社から独立した第三

者算定機関としてファイナンシャル・アドバイザーであるみずほ証券に対して、当社の株式価値の算定を依頼し

たとのことです。なお、みずほ証券は、公開買付者、本応募合意株主及び当社の関連当事者には該当せず、本公

開買付けに関して重要な利害関係を有していないとのことです。

　みずほ証券は、当社の財務状況、当社株式の市場株価の動向等について検討を行った上で、多面的に評価する

ことが適切であると考え、複数の株式価値算定手法の中から採用すべき算定手法を検討した結果、市場株価基準

法、類似企業比較法及びディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）を用い

て、当社の株式価値の算定を行い、公開買付者は、みずほ証券から2024年９月18日付で株式価値算定書（以下

「本株式価値算定書」といいます。）を取得したとのことです。なお、公開買付者は、本応募合意株主との協

議・交渉によって合意した価格を本公開買付価格としていることに鑑み、みずほ証券からの本公開買付価格の公

正性に関する意見書（フェアネス・オピニオン）の取得は行っていないとのことです。
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　本株式価値算定書によると、採用した手法及び当該手法に基づいて算定された当社株式１株当たりの株式価値

の範囲はそれぞれ以下のとおりとのことです。

 

市場株価基準法：823円から880円

類似企業比較法：747円から972円

ＤＣＦ法　　　：827円から1,310円

 

　市場株価基準法では、本公開買付けの公表日の前営業日である2024年９月18日を算定基準日として、当社株式

の東京証券取引所プライム市場における算定基準日の終値839円、同日までの過去１ヶ月間の終値単純平均値823

円（小数点以下を四捨五入。以下、終値単純平均値の計算において同じです。）、同過去３ヶ月間の終値単純平

均値858円及び同過去６ヶ月間の終値単純平均値880円を基に、当社株式１株当たりの株式価値の範囲を823円か

ら880円と算定しているとのことです。

　類似企業比較法では、当社と比較的類似する事業を営む上場会社の市場株価や収益性等を示す財務指標との比

較を通じて、当社の株式価値を算定し、当社株式１株当たりの株式価値の範囲を747円から972円と算定している

とのことです。

　ＤＣＦ法では、当社から提供を受けた事業計画（2024年12月期から2027年12月期までの４年間）を基礎とし、

直近までの業績の動向、公開買付者が2024年７月中旬から同年８月中旬まで実施した当社に対するデュー・ディ

リジェンスの結果、一般に公開された情報等の諸要素を考慮して公開買付者において一定の調整を行った当社の

将来の収益予想に基づき、当社が2024年12月期第２四半期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッ

シュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引いて当社の企業価値や株式価値を算定し、当社株式１株当た

りの株式価値の範囲を827円から1,310円と算定しているとのことです。なお、本公開買付けの実行により実現す

ることが期待されるシナジー効果について、現時点において具体的に見積もることは困難であるため、反映して

いないとのことです。また、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる当社の事業計画については、対前期比較において

大幅な増減益及び大幅なフリー・キャッシュ・フローの増減が見込まれている事業年度はないとのことです。

　公開買付者は、みずほ証券から取得した本株式価値算定書の算定結果に加え、公開買付者において2024年７月

中旬から同年８月中旬まで実施した当社に対するデュー・ディリジェンスの結果、本公開買付価格に関する本応

募合意株主との協議・交渉の結果等も踏まえ、最終的に2024年９月19日付の取締役会決議により、本公開買付価

格を1,040円とすることを決定したとのことです。なお、本公開買付価格である1,040円は、本公開買付けの公表

日の前営業日である2024年９月18日の東京証券取引所プライム市場における当社株式の終値839円に対して

23.96％、同日までの過去１ヶ月間の終値単純平均値823円に対して26.37％、同過去３ヶ月間の終値単純平均値

858円に対して21.21％、同過去６ヶ月間の終値単純平均値880円に対して18.18％のプレミアムをそれぞれ加えた

価格となるとのことです。

　また、本公開買付価格である1,040円は、本書提出日の前営業日である2024年９月19日の東京証券取引所プラ

イム市場における当社株式の終値852円に対して22.07％のプレミアムを加えた価格となるとのことです。

（注）　みずほ証券は、当社の株式価値の算定に際し、当社から提供を受けた情報及び一般に公開された情報等

を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報が、全て正確かつ完全なものであること、また本

公開買付価格の分析・算定に重大な影響を与える可能性がある事実でみずほ証券に対して未開示の事実

はないこと等を前提としてこれに依拠しており、独自にそれらの正確性の検証を行っていないとのこと

です。加えて、当社及びその関係会社の財務予測に関する情報については、当社の経営陣による現時点

での得られる最善の予測と判断に基づき合理的に作成され、かつ公開買付者の経営陣によって合理的に

調整されたことを前提としているとのことです。また、当社及びその関係会社の資産及び負債（簿外資

産及び負債、その他偶発債務を含みます。）に関して独自の評価・査定を行っておらず、第三者機関へ

の鑑定又は査定の依頼も行っていないとのことです。みずほ証券の算定は、2024年９月18日までの上記

情報を反映したものであるとのことです。

 

②　当社による算定の概要

　上記「(2）本公開買付けに関する意見の根拠及び理由」の「③　当社が本公開買付けに賛同するに至った意思

決定の過程及び理由」に記載の(ⅰ)本公開買付価格は、公開買付者と本応募合意株主との間で行われた協議及び

交渉により合意されたものであること及び(ⅱ)本公開買付けは、当社株式の上場廃止を目的とするものではな

く、公開買付者及び当社は本公開買付け成立後も引き続き当社株式の上場を維持する方針であることから、当社

の株主の皆様としては本公開買付け後も当社株式を所有するという選択肢をとることにも十分な合理性が認めら

れることに鑑み、当社株主の皆様が本公開買付けに応募するか否かについては、当社の株主の皆様のご判断に委

ねることを決議したことを勘案し、当社は本公開買付けにあたり第三者算定機関からの算定書を取得しておりま

せん。

 

(4）本公開買付け後の当社の株券等の取得予定
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　本公開買付けは、当社を公開買付者の連結子会社とすることを目的として実施するものであり、当社株式の上場

廃止を企図するものではないことから、公開買付者は、本書提出日現在、本公開買付け成立後に当社株式を追加取

得する予定はないとのことです。

　なお、応募株券等の総数が買付予定数の上限を超え、あん分比例となった場合には、本応募合意株主は本公開買

付けにおいて本応募合意株式の一部を売却できないこととなりますが、売却できなかった当社株式に関して、公開

買付者による追加の株式取得について公開買付者と本応募合意株主との間で合意している事項はないとのことで

す。

 

(5）上場廃止となる見込み及びその事由

　当社株式は、本書提出日現在、東京証券取引所プライム市場に上場しておりますが、本公開買付けは当社株式の

上場廃止を企図するものではなく、公開買付者は買付予定数の上限を33,329,453株（所有割合：55.00％）と設定

の上、本公開買付けを実施いたしますので、本公開買付け成立後も当社株式の東京証券取引所プライム市場への上

場は維持される見込みです。しかしながら、本公開買付けにおいて本応募合意株主以外の当社の株主から一定数の

流通株式の応募がなされた結果、当社の流通株式数が減少し、本公開買付け成立後の当社の流通株式比率が東京証

券取引所プライム市場の上場維持基準に抵触する可能性があります。公開買付者及び当社は、本資本業務提携契約

において、公開買付者は、東京証券取引所プライム市場への当社株式の上場を維持するため、東京証券取引所プラ

イム市場の上場維持基準に抵触しないよう、かつ、当社が東京証券取引所プライム市場の上場会社として適切な対

応を行うことができるよう、当社と誠実に協議の上合理的に必要な協力をすることを合意しております。また、応

募株券等の数の合計が買付予定数の上限（33,329,453株）を超え、本公開買付け成立後の当社の流通株式比率が東

京証券取引所プライム市場の上場維持基準に抵触する場合には、本応募合意株主のうち櫻井英治氏は、本公開買付

け後も所有することになる本応募合意株式の一部の処分等を検討するとのことです。

 

(6）いわゆる二段階買収に関する事項

　本公開買付けは、いわゆる二段階買収を予定しているものではありません。

 

(7）買付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を

担保するための措置

　本書提出日現在、公開買付者は当社株式を所有しておらず、本公開買付けは支配株主による取引には該当いたし

ません。また、当社の経営陣の全部又は一部が公開買付者に直接又は間接に出資することは予定されておらず、本

公開買付けを含む本取引は、いわゆるマネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）（注）にも該当いたしません。

（注）　「マネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）」とは、公開買付者が対象者の役員との合意に基づき公開買付け

を行うものであって対象者の役員と利益を共通にするものである取引をいいます。

 

　もっとも、公開買付者は当社の筆頭株主かつ代表取締役会長　会長執行役員ＣＥＯである櫻井英治氏をはじめと

する本応募合意株主との間において本応募契約を締結しており、本公開買付けは公開買付者が本応募合意株主から

当社株式を取得することを前提として行われるものであることを考慮し、公開買付者及び当社は、本公開買付価格

を含む本取引の公正性を担保し、本公開買付けの実施を決定するに至る意思決定の過程における恣意性を排除する

観点から、本公開買付けの公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置として、それぞれ以下

のような措置を講じております。なお、以下の記載のうち、公開買付者において実施した措置については、公開買

付者から受けた説明に基づくものです。

 

①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

　公開買付者は、本公開買付価格を決定するにあたり、公開買付者、本応募合意株主及び当社から独立した第三

者算定機関としてファイナンシャル・アドバイザーであるみずほ証券に対して、当社の株式価値の算定を依頼し

たとのことです。なお、みずほ証券は、公開買付者、本応募合意株主及び当社の関連当事者には該当せず、本公

開買付けに関して重要な利害関係を有していないとのことです。また、公開買付者は、本応募合意株主との協

議・交渉によって合意した価格を本公開買付価格としていることに鑑み、みずほ証券から本公開買付価格の公正

性に関する意見書（フェアネス・オピニオン）を取得していないとのことです。
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　公開買付者がみずほ証券から取得した本株式価値算定書の詳細については、上記「(3）算定に関する事項」の

「①　公開買付者による算定の概要」をご参照ください。

 

②　当社における独立した外部専門家からの助言

　当社は、本公開買付け及び本資本業務提携に係る当社取締役会の意思決定過程における公正性及び適正性につ

いての専門的助言を得るため、公開買付者、本応募合意株主及び当社から独立したリーガル・アドバイザーとし

て、森・濱田松本法律事務所を選任し、同事務所から、本公開買付け及び本資本業務提携に関する諸手続を含む

当社取締役会の意思決定の方法及び過程その他の留意点について法的助言を受けております。森・濱田松本法律

事務所のかかるリーガル・アドバイザーとしての報酬は、本公開買付けの成否にかかわらず、稼働時間に時間単

価を乗じて算出するものとされており、本公開買付けの成立等を条件とする成功報酬は含まれておりません。

　また、当社は、本公開買付け及び本資本業務提携の締結に係る交渉等に関する専門的助言を得るため、公開買

付者、本応募合意株主及び当社から独立したファイナンシャル・アドバイザーとして野村證券を選任し、同社か

ら、本公開買付け及び本資本業務提携に係る交渉方針等について助言を受けております。野村證券のかかるファ

イナンシャル・アドバイザーとしての報酬には、本公開買付けの成立等を条件に支払われる成功報酬が含まれて

おりますが、当社は、同種の取引における一般的な実務慣行及び本公開買付けが不成立となった場合に当社に相

応の金銭的負担が生じる報酬体系の是非等を勘案すれば、かかる成功報酬が含まれていることをもって独立性が

否定されるものではないと判断しております。

 

③　当社における利害関係を有しない取締役全員（監査等委員である取締役を含む。）による承認

　当社は、上記「②　当社における独立した外部専門家からの助言」に記載の助言を踏まえ、本公開買付け及び

本資本業務提携について、2024年９月19日までの間、慎重に協議及び検討を行いました。

　その結果、当社は、2024年９月19日開催の取締役会において、取締役計８名のうち、当社の筆頭株主かつ代表

取締役会長　会長執行役員ＣＥＯである櫻井英治氏を除いた取締役（監査等委員である取締役を含みます。）全

７名の全員一致により、上記「(2）本公開買付けに関する意見の根拠及び理由」に記載の根拠及び理由に基づ

き、当社の企業価値向上が見込めると判断したことから本公開買付けについて賛同の意見を表明すること及び公

開買付者との間で本資本業務提携契約を締結することを決議いたしました。また、当社取締役会においては、

(ⅰ)本公開買付価格は、公開買付者と本応募合意株主との間で行われた協議及び交渉により合意されたものであ

ること、(ⅱ)本公開買付けは、当社株式の上場廃止を目的とするものではなく、公開買付者及び当社は本公開買

付け成立後も引き続き当社株式の上場を維持する方針であることから、当社の株主の皆様としては本公開買付け

後も当社株式を所有するという選択肢をとることにも十分な合理性が認められることに鑑み、当社株主の皆様が

本公開買付けに応募するか否かについては、当社の株主の皆様のご判断に委ねることを決議いたしました。本公

開買付けに係る当社の取締役会決議に際しては、公開買付者との間で本応募契約を締結する当社の筆頭株主かつ

代表取締役会長　会長執行役員ＣＥＯである櫻井英治氏については、本公開買付けに関して本応募合意株主と当

社の少数株主の利害が必ずしも一致しない可能性があることを踏まえ、取締役会における審議及び決議がかかる

問題による影響を受けるおそれを排除する観点からその審議及び決議には参加しておらず、また、当社の立場に

おいて公開買付者との協議・交渉にも参加しておりません。ただし、公開買付者と当社との間で本公開買付けに

関し具体的な検討・協議を開始した2024年７月上旬より前においては、櫻井英治氏は、当社の代表取締役会長　

会長執行役員ＣＥＯとして、当社と公開買付者との間の資本提携及び業務上の協力や連携の可能性について、公

開買付者との間で一定の協議を行っております。

 

(8）本公開買付けに係る重要な合意

①　本応募契約

　公開買付者は、2024年９月19日付で、本応募合意株主との間で、本応募契約をそれぞれ締結し、ＳＡＫＵＲＡ

コーポレーションを除く本応募合意株主が所有する当社株式の全てである27,760,000株（所有割合：

45.81％）、及びＳＡＫＵＲＡコーポレーションが所有する当社株式の一部である2,600,200株（所有割合：

4.29％）について、本公開買付けに応募する旨を合意しているとのことです。なお、公開買付者と本応募合意株

主との間の合意は本応募契約以外になく、本公開買付けに係る買付代金以外に、本公開買付けに関して本応募合

意株主に付与される利益はないとのことです。

（注１）　本応募契約において、公開買付者は、本応募合意株主に対して、本応募契約締結日、本公開買付けに

おける買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）の末日及び本公開買付けに係る決済の

開始日において、(ⅰ)適法かつ有効な設立・存続、(ⅱ)本応募契約の締結に係る権利能力及び行為能

力、(ⅲ)本応募契約の法的拘束力・強制執行可能性、(ⅳ)公開買付者による本応募契約の締結及び履

行のための許認可等の取得、(ⅴ)本応募契約の締結及び履行による法令等との抵触の不存在、(ⅵ)倒

産手続等の不存在、並びに(ⅶ)反社会的勢力への非該当性・反社会的勢力との関係の不存在について

表明及び保証を行っているとのことです。
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（注２）　本応募契約において、公開買付者は、表明及び保証違反又は義務違反に係る通知義務・補償義務、秘

密保持義務並びに本応募契約上の地位又は同契約に基づく権利義務の処分禁止に係る義務を負ってい

るとのことです。

 

　本応募契約において、本応募合意株主は、いかなる場合であっても、本公開買付けへの応募を撤回し、当該応

募の結果成立した当該株式の買付けに係る契約を解除することはできず、公開買付期間の満了日までの間、本応

募契約に基づいて認められる場合を除き、本応募合意株式について、譲渡、担保設定その他の処分を行ってはな

らないものとされているとのことです。

 

　さらに、本応募契約においては、公開買付者による本公開買付けの開始の前提条件として、(ⅰ)当社が本公開

買付けに対して賛同する旨（ただし、株主が本公開買付けに応募するか否かについては、当該株主の判断に委ね

る旨）の取締役会決議を行い、かかる決議が公表されており、かつかかる意見表明が撤回されていないこと、

(ⅱ)本公開買付けを制限又は禁止する司法・行政機関等の判断等がなされておらず、かつ、そのおそれもないこ

と、(ⅲ)本応募合意株主が本応募契約に規定する義務（注３）に重大な違反をしていないこと(ⅳ)本応募契約に

定める本応募合意株主の表明及び保証（注４）が、重要な点において真実かつ正確であること、並びに(ⅴ)当社

に係る未公表の重要事実等が存在しないことが規定されているとのことです。なお、本応募契約において、本応

募合意株主が本公開買付けに応募する前提条件については、規定されていないとのことです。

（注３）　本応募契約において、本応募合意株主は、表明及び保証違反又は義務違反に係る通知義務・補償義

務、秘密保持義務並びに本応募契約上の地位又は同契約に基づく権利義務の処分禁止に係る義務を

負っており、加えて、(ⅰ)本応募契約締結日から本公開買付けの決済開始日までの間に開催される当

社の株主総会において、剰余金の配当その他の処分に関する議案、及び可決されれば当社の財政状

態、経営成績、キャッシュ・フロー、事業、資産、負債若しくは将来の収益計画又はその見通しに重

大な影響を及ぼす又は及ぼすことが合理的に予想される議案に反対の議決権を行使する義務、並びに

(ⅱ)本公開買付けが成立した場合、本公開買付けに係る決済の開始日より前の日を権利行使の基準日

とする当社の株主総会において、公開買付者の指示に従って本応募合意株式に係る当該株主総会にお

ける議決権その他の一切の権利を行使する義務を負っているとのことです。

（注４）　本応募契約において、本応募合意株主は、公開買付者に対して、本応募契約締結日、公開買付期間の

末日及び本公開買付けに係る決済の開始日において、本応募合意株主に関する表明保証事項として、

(ⅰ)日本国に居所を有する自然人、又は適法かつ有効に設立され、有効に存続する株式会社であるこ

と、(ⅱ)本応募契約の締結に係る権利能力、行為能力及び意思能力、又は本応募契約の締結に係る権

限及び社内手続の履践、(ⅲ)本応募契約の法的拘束力・強制執行可能性、(ⅳ)本応募合意株主による

本応募契約の締結及び履行のための許認可等の取得、(ⅴ)本応募契約の締結及び履行による法令等と

の抵触の不存在、(ⅵ)倒産手続等の不存在、(ⅶ)反社会的勢力への非該当性・反社会的勢力との関係

の不存在、並びに(ⅷ)本公開買付けにおいて応募対象となる株式の適法な所有及び担保権等の負担の

不存在について表明及び保証を行っております。加えて、櫻井英治氏及びＳＡＫＵＲＡコーポレー

ションは、本応募契約において、当社に関する表明保証事項として、(ⅸ)当社は法令等に従って提出

すべき書類を全て適時かつ適法に提出しており、また、当社が提出した法定開示書類は、同氏の知り

得る限り、法令等に従って作成され、当社の状況を正確かつ適正に示しており、虚偽記載等はないこ

と、及び(ⅹ)当社に係る未公表の重要事実等が存在しないことについて表明及び保証を行っていると

のことです。

 

②　本資本業務提携契約

　当社は、公開買付者との間で、2024年９月19日付で、本資本業務提携契約を締結いたしました。本資本業務提

携契約の概要等は、以下のとおりです。

（ア）本公開買付けに関する事項（注１）（注２）

　公開買付者は、適用法令等及び本資本業務提携契約の定めに従って、本公開買付けを開始するものとす

る。

　当社は、本資本業務提携契約の締結日において、本公開買付けに賛同し、当社の株主に対して応募するか

否かについては、株主の判断に委ねる旨の取締役会決議（以下「本取締役会決議」といいます。）を行い、

その内容（出席取締役全員（監査等委員を含む。）の賛成によるものである旨を含む。）を公表し、本公開

買付けが開始された後、本公開買付けの開始日において、法令等に従い、本取締役会決議に係る意見表明報

告書を提出するものとする。

　当社は、本資本業務提携契約の締結日以降、公開買付期間の末日までの間、本取締役会決議の内容を維持

し、変更又は撤回せず、また、本取締役会決議と矛盾する内容のいかなる決議も行わない。

　当社は、(ⅰ)直接又は間接に、第三者との間で、当社株式を対象とする公開買付けの実施その他本公開買

付け又は本取引と競合又は矛盾する行為に関する提案、勧誘、情報提供、協議、交渉、合意を一切行わず、
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(ⅱ)第三者からかかる行為に関する提案又は勧誘を受けた場合には、実務上合理的に速やかに公開買付者に

対し通知し、その対応について公開買付者との間で誠実に協議するものとする。

（注１）　上記に加えて、本公開買付けに係る決済の開始日までにおいて、当社は、(a)当社及びその子会

社について善良な管理者の注意義務をもって事業運営を行うこと、(b)株式、新株予約権、新株

予約権付社債及びその他の株式（以下「株式等」と総称します。）を取得できる権利の発行若し

くは処分又は割当て（ただし、法令等に基づく義務として行う場合を除く。）を行う場合、当社

は、公開買付者による書面による事前承諾を取得すること、(c)本取引の実行及び下記(イ)の業

務提携に伴って、契約の相手方に解除権が生じる重要な契約等についての必要な対応を実務上合

理的な範囲内で行うよう、又は自らの子会社をして行わせるよう努力すること、並びに(d)当社

に係る業務等に関する重要事実並びに当社株式の公開買付け等の実施に関する事実及び中止に関

する事実を認識した場合、公開買付者に通知すること等について誓約をしています。

（注２）　本(ア)に関する当社の義務については、(a)公開買付者が履行し又は遵守すべき本資本業務提携

契約に規定する義務の全てを重要な点において全て履行し又は遵守していること、(b)本資本業

務提携契約に規定する公開買付者の表明及び保証の全てが重要な点において真実かつ正確である

こと、(c)本取引が法令等に違反しないこと、及び(d)本応募契約が公開買付者が当社に対して本

資本業務提携契約の締結前に開示した内容で適法かつ有効に締結されており、かつ変更されずに

有効に存続していることを前提条件としております。これに加えて、当社は、当社の取締役とし

ての忠実義務違反又は善管注意義務違反を構成する具体的な可能性があると当社の取締役会が合

理的に判断する場合には、その限りにおいて、当社は本(ア)に関する義務を負わないものとされ

ております。また、本(ア)に関する公開買付者の義務については、(a)当社が履行し又は遵守す

べき本資本業務提携契約に規定する義務の全てを重要な点において全て履行し又は遵守している

こと、(b)本資本業務提携契約に規定する当社の表明及び保証の全てが重要な点において真実か

つ正確であること、及び(c)本取引が法令等に違反しないことが充足されることを前提条件とし

ております。

 

（イ）業務提携に関する事項

　公開買付者及び当社は、本公開買付けの成立後、(a)両社の取引先に対するクロスセル、(b)公開買付者の

サービスとの連携によるＣＳセットの付加価値向上に関する支援／サービスの展開、(c)入院患者へのサー

ビス向上・医療機関の収益改善等に資する支援／サービスの展開、(d)当社の海外展開（Ｍ＆Ａを含む。）

支援、(e)当社の有する患者・病院ネットワークと公開買付者のエンジニアリング力を活用した新規事業の

開発、及び(f)当社による公開買付者、及びその子会社の有するＩＴ、ＡＩ技術、ソリューション、人材、

ノウハウその他のリソースの活用の各事項の実現に向けて双方が協力を行うことを合意する。

　公開買付者及び当社は、本公開買付けの成立を条件として、本公開買付けに係る決済の開始日後、それぞ

れ、国内ＣＳセットに関する事業（病院に入院する者、又は介護老人保健施設、特別養護老人ホーム、有料

老人ホーム、グループホーム、ケアハウス等の介護施設に入所する者に対して、入院・入所生活に必要とな

る衣類・タオル・紙おむつ又は日常生活用品等を日額定額制で貸し出すサービスに係る事業を指す。）と同

一又は類似の事業について、公開買付者においては公開買付者又はその子会社（ただし、上場子会社を除

く。）が、当社においては当社又はその子会社が第三者と提携を行う場合において、当該提携が、自らにお

いて、適時開示事由に該当するものであるときは、本資本業務提携契約の相手方と事前に協議する。

 

（ウ）本公開買付け後の当社の事業運営に関する事項（注３）

　本公開買付けの成立後、公開買付者は、当社の経営理念及び経営方針並びに東京証券取引所プライム市場

の上場会社としての経営の自主性及び独立性を尊重するものとし、当社の少数株主を含む当社の株主共同の

利益に配慮するものとする。

　公開買付者及び当社は、本公開買付けの成立後、両当事者の協業等に関する情報及び意見の交換、当社の

経営に関する報告等を目的として、提携協議会を設置するものとする。

　公開買付者は、①当社を連結子会社としている限りにおいて、当社の非常勤の取締役２名（このうち、監

査等委員である取締役を１名とする。）の指名する権利、②当社を持分法適用関連会社としている限りにお

いて、当社の非常勤の取締役１名（監査等委員である取締役以外の取締役とする。）の指名する権利をそれ

ぞれ有する。ただし、公開買付者は、当社の取締役会のスキルマトリックスその他取締役会の構成（男女比

に関する事項を含みますが、これに限らない。）の観点を踏まえ当該候補者を選定するものとし、かつ、そ

の権利の行使に際しては、事前に当社及び当社の指名・報酬委員会に通知の上、指名・報酬委員会による審

議の機会を与える。

　公開買付者が当社を連結子会社としている限りにおいて、当社の独立社外取締役及び公開買付者が指名す

る当社の取締役（以下「公開買付者指名取締役」といいます。）の合計数が当社の取締役の半数以上でない

場合には、公開買付者及び当社は、協議の上で、追加で独立社外取締役が選任されるよう実務上合理的な範

囲で最大限協力する。
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　当社が公開買付者の連結子会社でなくなった場合であって、当社が公開買付者に要請したときは、公開買

付者は、監査等委員である取締役に選任された公開買付者指名取締役をして直ちにこれを辞任させるものと

し、また、当社が公開買付者の持分法適用関連会社でなくなった場合であって当社が公開買付者に要請した

ときは、公開買付者は、監査等委員である取締役でない取締役に選任された公開買付者指名候補者をして直

ちにこれを辞任させるものとする。

　公開買付者は、その指名する候補者役員以外の当社の取締役の選任議案については、当社の指名・報酬委

員会の答申を尊重してその議決権行使を行う。

　公開買付者は、本取引の完了後、当社及びその子会社に対して本取引の完了日における商号の変更を求め

ないものとし、その商号及びブランドを尊重する。

（注３）　本(ウ)、下記(エ)、(オ)及び(カ)に関する各規定は、本公開買付けの成立を条件として効力が生

じるものとされています。

 

（エ）所有割合等に関する事項

　当社は、本公開買付けに係る決済の開始日以降、公開買付者による当社株式の所有割合又は議決権割合が

低下することとなる当社によるその株式等の発行若しくは処分又は割当て（以下「本希釈化行為」といいま

す。）を行う場合、事前に公開買付者に対して通知し、公開買付者の意向を勘案しつつ誠実に協議をする。

また、当社は、本公開買付けに係る決済の開始日以降、公開買付者による当社株式の所有割合が50.10％未

満に低下することとなる本希釈化行為を行おうとする場合には、公開買付者の事前の書面による承諾がある

ときを除き、公開買付者に対する株式等の優先引受権の付与その他本希釈化行為によっても公開買付者によ

る当社株式の所有割合が50.10％未満に低下することとならないための措置を施すものとする。

　公開買付者は、本公開買付けに係る決済の開始日以降、その所有する当社株式を当社の事前の書面による

承諾なく、第三者に譲渡、移転、承継、担保提供その他の方法による処分をしてはならない。ただし、当社

はかかる承諾を不合理に遅延、留保又は拒絶しないものとし、また、かかる承諾を得て処分をすることが公

開買付者の取締役の善管注意義務に違反する具体的なおそれがあり、かつ緊急の必要性がある場合にはこの

限りではない。

　公開買付者は、本公開買付けに係る決済の開始日以降、当社の事前の書面による承諾なく、公開買付者及

びその子会社（ただし、上場子会社を除く。以下、本項目について同じ。）をして、本公開買付けの決済完

了時点における当社株式の議決権割合（以下「当初議決権割合」といいます。）を上昇させることとなる行

為をせず、かつ、子会社をしてかかる行為をさせない。公開買付者がかかる義務に違反し、公開買付者及び

その子会社の所有する当社株式の議決権割合が当初議決権割合を超えた場合には、当該議決権割合が当初議

決権割合以下となるよう、法令等上許容される範囲で公開買付者及びその子会社による当社株式の売却を含

む必要かつ合理的な措置を実務上合理的に速やかに講じなければならない。

 

（オ）事前協議事項

　当社は、本公開買付けに係る決済の開始日以降、当社が一定の事項（ただし、当社の取締役会決議を要す

るものに限る。）（注４）を行い又は決定しようとする場合には、事前に公開買付者との間で協議を行うも

のとする（ただし、当社が公開買付者の連結子会社でも持分法適用関連会社でもない場合には、本(オ)の適

用はないものとする。）。

（注４）　(a)合併、会社分割、株式交付、株式交換、株式移転、事業譲渡、事業譲受け、他社の株式の譲

渡又は取得その他の組織再編行為・Ｍ＆Ａ取引、(b)公開買付者の競合先との間の資本提携又は

業務提携、(c)公開買付者による当社株式の所有割合又は議決権割合に変動を生じさせ得る一切

の行為（株式等の発行等を除く。）、(d)新規事業の開始、事業の中止、縮小その他の事業の重

大な変更、(e)上場廃止基準に該当する若しくはそのおそれのある行為又は上場廃止の申請、(f)

法的倒産手続等の申立て、(g)株主総会決議を必要とする行為、(h)年次事業計画、年次予算、中

長期の事業計画の決定又は変更、(i)10億円以上の金銭の借入れ又は社債の発行、(j)当社の子会

社の異動を生じさせる行為（株式譲渡・取得、新会社の設立を含む。）、(k)執行役員の選任又

は解任を指します。
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（カ）上場維持に関する事項

　公開買付者は、東京証券取引所プライム市場への当社株式の上場を維持するため、当社株式が東京証券取

引所の規則等に定める東京証券取引所プライム市場の上場基準に抵触しないよう、かつ、東京証券取引所プ

ライム市場の上場会社に適用されるコーポレートガバナンス・コードの各原則その他の上場規則等の趣旨を

踏まえて、当社が東京証券取引所プライム市場の上場会社として適切な対応（東京証券取引所プライム市場

の上場会社に求められる流通株式比率の維持を含む。）を行うことができるよう、当社と誠実に協議の上、

実務上合理的に必要な協力をする。

 

（キ）その他

　上記以外に、本資本業務提携契約においては、当社からの公開買付者への情報提供、表明保証（注５）、

補償（注６）、秘密保持義務、準拠法・管轄等のその他の一般条項について合意をしています。

（注５）　本資本業務提携契約においては、公開買付者は、当社に対して、本資本業務提携契約の締結日に

おいて、公開買付者に関して、(ⅰ)適法かつ有効な設立・存続、(ⅱ)本資本業務提携契約の締結

に係る権利能力及び社内手続の履践、(ⅲ)本資本業務提携契約の法的拘束力・強制執行可能性、

(ⅳ)本資本業務提携契約の締結及び履行による法令等との抵触の不存在、(ⅴ)本取引の実行のた

めに必要となる許認可等の取得、(ⅵ)倒産手続等の不存在、並びに(ⅶ)本公開買付けの決済の開

始日までにおいて本公開買付けの決済を行うために足りる十分な資金又は資金調達能力を有する

ことについて、公開買付者及びその子会社に関して、(ⅷ)反社会的勢力への非該当性・反社会的

勢力との関係の不存在について、表明及び保証を行っております。また、本資本業務提携契約に

おいては、当社は、公開買付者に対して、本資本業務提携契約の締結日において、当社に関し

て、(ⅰ)適法かつ有効な設立・存続、(ⅱ)本資本業務提携契約の締結に係る権利能力及び社内手

続の履践、(ⅲ)本資本業務提携契約の法的拘束力・強制執行可能性、(ⅳ)本資本業務提携契約の

締結及び履行による法令等との抵触の不存在、(ⅴ)本取引の実行のために必要となる許認可等の

取得、(ⅵ)倒産手続等の不存在、(ⅶ)有価証券報告書等の公表情報の真実性・正確性、及び(ⅷ)

未公表の重要事実の不存在について、当社及びその子会社に関して、(ⅸ)法令遵守、(ⅹ)紛争等

の不存在、及び(ⅺ)反社会的勢力への非該当性・反社会的勢力との関係の不存在について、表明

及び保証を行っております。

（注６）　いかなる場合であっても、当社が負担する補償の金額は累計で３億円を超えないものとされてお

ります。

 

４【役員が所有する株券等の数及び当該株券等に係る議決権の数】

氏名 役職名 所有株式数（株） 議決権の数（個）

櫻井　英治 代表取締役会長　会長執行役員ＣＥＯ 12,000,000 120,000

峯崎　友宏 代表取締役社長　社長執行役員ＣＯＯ 400,000 4,000

秋山　大樹 取締役　執行役員関係会社支援本部長 51,091 510

石塚　明 取締役　執行役員ＣＳＯ　経営戦略本部長 1,873 18

江山　弘 取締役　常勤監査等委員 2,000 20

計 ― 12,454,964 124,548

　（注）　所有株式数及び議決権の数は本書提出日現在のものです。

 

５【公開買付者又はその特別関係者による利益供与の内容】

　該当事項はありません。

 

６【会社の支配に関する基本方針に係る対応方針】

　該当事項はありません。

 

７【公開買付者に対する質問】

　該当事項はありません。
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８【公開買付期間の延長請求】

　該当事項はありません。

 

以　上
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